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１．背景 

火薬類取締法は、制定された昭和 25 年以来、技術基準等について、産業実

態や技術革新等に合わせた改正を逐次実施してきているものの必ずしも十分

とは言いがたい状況となっている。 

 少量の火薬・爆発を用いた安全装置等に用いられる火工品や新規製品の開発、

普及に向けた対応も求められることから、技術基準全体を仕様規定中心の体系

から性能規定中心の体系へ転換させる必要がある。 

 このため、平成２６年度の産業構造審議会保安分科会火薬小委員会より技術

基準について性能規定化を中心とした見直しの議論が進められてきたところ。   

今般、これまでの議論を踏まえ、火薬類の製造及び消費の技術基準の一部に

ついて改正を行う。 

 

２ 主な改正事項 

①消費の技術基準の性能規定化【消費】 

具体的な仕様が定められた基準のうち、見直しの必要があるものついて、

性能規定化を行うとともに、対応する例示基準（※）を策定する。 

（施行規則第５１条～第５６条の４、例示基準） 

   

（※）正式名称は「火薬類取締法施行規則関係例示基準（消費）」。技術総括・

保安審議官名で発出する法の運用基準である、「火薬類取締法施行規則の機

能性基準の運用について」（令和３年３月１日付け）の一部。 

 

 例：凍結したダイナマイトの融解について、現行省令では「摂氏 30 度以下

に保った室内に置くことで融解する」等の具体的な技術基準が規定されてい

るが、今後は具体的な技術基準は例示基準で規定することとし、改正省令で

は、その性能規定として、「爆発又は発火のおそれがない適切な方法で融解

する」旨を規定する。 

 

②電波を発する機器の携行の制限【製造・消費】 

電波により電気雷管が爆発する事故例（海外）が報告されていることを踏

まえ、消費現場における電気雷管の運搬時に、電波を発する機器を携行する

ことを新たに制限する。あわせて、危険工室等（電流により作動する機構を



 
 

持つ火工品を取り扱う危険工室等に限る。）への入室時に、電波を発する機

器を携行することを新たに制限する。 

また、いずれの場合でも、やむを得ず携行する場合には、火工品に対して

間隔を取る等の適切な措置を講ずることを義務づける。 

（施行規則第５条、第５１条） 

 

③半導体集積回路付き電気雷管に関する特例【消費】 

半導体集積回路付き電気雷管のうち、漏えい電流や電波等に対する安全機

構を取り入れ、誤爆を回避する仕組みが備えられたものについて、電気雷管

の運搬及び導通（抵抗）試験時における規制の一部を緩和する（例：導通試

験時に、装填箇所から 30m 以上離れなくても良いものとする）。 

（施行規則第５１条、第５４条） 

 

④火薬類取扱所の設置における特例の見直し【消費】 

  現行、「１日の消費回数が１回」であって、「直ちに火薬類を火薬庫に返納

できる場合」については、火薬類取扱所を設けなくて良いとされているとこ

ろ、消費場所内に持ち込む火薬類を１回の消費に要する数量に制限すること

によって管理が徹底できることを踏まえ、「１日の消費回数が１回」という

要件を「１回の消費ごと」に変更する（「直ちに火薬類を火薬庫に返納でき

る場合」という要件は変更なし）。 

  また、新たに「土地の事情その他やむを得ない事情により、火薬類取扱所

を設けることができない消費場所であって、１日の消費回数が１回であり、

かつ、火工所として、火薬類取扱所の構造基準に適合する建物を設けた場合」

についても、火工所が火薬類取扱所と同等の機能を有すると認められること

から、火薬類取扱所を設置しなくて良いこととする。 

（施行規則第５２条） 

 

⑤点火回路を無線とした場合の措置の追加【消費】 

無線を用いた点火回路では、他の電波等による誤爆が懸念されるため、誤

った信号により意図に反して誤爆しないような措置を講ずることを新たに

求めることとする。 

（施行規則第５４条、第５６条の４） 

 

⑥爆薬を装塡した際の込物の要否に関する基準の見直し【消費】 

 火薬類を装塡する際に、発火性又は引火性のない砂・粘土等の込物の使用

を要する規定を緩和する（例：鋭感剤等を含む含水爆薬を使用する場合には、

込物の有無により飛石距離に優位な差が見られないことから、込物の使用を

要しないこととする）。 

（施行規則第５３条） 


